
＊後述の【投資リスク】 【当資料について】および【お申込みに際してのご留意事項】を必ずご覧ください。

ファンド 分配金額 基準価額

（前回決算）
分配金額

設定来累計
（決算日） （決算日） （前回決算）

為替ヘッジなし

（毎月分配型）
15円 (30円) 2,805円 8,541円 11,610円 (11,206円)

為替アクティブヘッジ

（毎月分配型）
20円 (20円) 1,880円 8,283円 10,077円 (9,816円)

基準価額

（分配金再投資）

平素より 「ニュージーランド債券オープン」「毎月分配型」をご愛顧賜り、厚く御礼申し上げます。

2022年8月12日の決算において、基準価額水準および基準価額に対する分配金額などを総合的に勘案し、

＜為替ヘッジなし＞の分配金を30円から15円に引き下げることを決定しました。なお、＜為替アクティブヘッジ＞

につきましては、前回決算時の分配金額から変更ありません。

分配金引き下げの背景については、次ページをご参照ください。

上記は過去の運用実績であり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。
分配金は、投資信託説明書（交付目論見書）記載の「分配の方針」に基づいて委託会社が決定しますが、委託会社の判断により
分配を行なわない場合もあります。また、将来の分配金の支払いおよびその金額について示唆、保証するものではありません。

前回決算：2022年7月12日、設定日：2014年8月29日

基準価額（分配金再投資）とは、当初設定時より課税前分配金を再投資したものとして計算した価額であり、ファンドの収益率を測るためのも

のです。 したがって、課税条件等によって受益者ごとに収益率は異なります。また、換金時の費用・税金等は考慮しておりません。

・分配金実績は、将来の分配金の水準を示唆あるいは保証するものではありません。

分配金（1万口当たり、課税前）

分配金のお知らせ

「ニュージーランド債券オープン＜為替ヘッジなし＞／＜為替アクティブヘッジ＞」

「毎月分配型」

ご参考資料 2022年8月15日
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基準価額（分配金再投資）

基準価額

期間：2014年8月29日（設定日）～2022年8月12日、日次
基準価額（分配金再投資）とは、当初設定時より課税前分配金を再
投資したものとして計算した価額であり、ファンドの収益率を測るためのも
のです。したがって、課税条件等によって受益者ごとに収益率は異なりま
す。また、換金時の費用・税金等は考慮していません。

基準価額の推移

2022年8月12日現在

基準価額 8,541円

基準価額（分配金再投資） 11,610円

分配金引き下げの背景

ファンドの基準価額（分配金再投資）は、

2016年11月以降、概ね10,000円台で推移し

ていましたが、2020年3月に新型コロナウイルスの

世界的な感染拡大の影響を受け急落しました。

その後反発し、10,000円台後半から11,000円

台の往来相場が続いています。特に足元では、

ニュージーランド準備銀行（中央銀行）の金融

引き締めによる債券利回りの上昇（価格は下

落）と、金融緩和を続ける日本との金利差拡大

によるニュージーランドドルの対円為替レート上昇と

いう強弱材料が交錯し、上下動を繰り返す展開と

なりました。

ファンドの基準価額（分配金再投資）が、一

定範囲の横ばい圏で推移する中、毎月の決算に

おいて30円の分配を継続したことにより、基準価

額は低下傾向となりました。その結果、基準価額

は2022年5月には一時8,000円を割り込み、そ

の後も8,000円台前半から中盤での推移を続け

ています。

このような基準価額の水準を鑑み、今回の決算

において分配金を前回決算の30円から15円に引

き下げることといたしました。

＜ご参考＞ニュージーランドの為替レート（対円）
および5年国債利回り推移

期間：2014年8月末（設定月末）～2022年7月末、月次
5年国債利回り：ブルームバーグ・ジェネリック
（出所）ブルームバーグのデータを基に野村アセットマネジメント作成

上記は過去のデータであり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。
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分配金に関する留意点
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「ニュージーランド債券オープン＜為替ヘッジなし＞／＜為替アクティブヘッジ＞ 」

（毎月分配型）／（年2回決算型）

●インカムゲインの確保と中長期的な信託財産の成長を図ることを目的として運用を行うことを基本とします。

●ニュージーランドドル建ての公社債（国際機関債、政府機関債、準政府債（州政府債）、国債、社債等）を実質的な
主要投資対象※とします。
※「実質的な主要投資対象」とは、「ニュージーランド債券オープン マザーファンド」を通じて投資する、主要な投資対象という意味です。

●ファンドは、為替ヘッジ手法（「為替ヘッジなし」と「為替アクティブヘッジ」）、分配頻度（「毎月分配型」と「年2回決算型」）の
異なる、4本のファンドで構成されています。

●投資する公社債は、原則として、投資時点においてBBB-格相当以上の格付（投資適格格付）を有する公社債、
または同等の信用度を有すると判断される公社債とします。

●公社債への投資にあたっては、金利水準、流動性、信用力等を勘案し、投資対象銘柄を選定します。

● 「為替ヘッジなし」においては、実質組入外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行いません。

● 「為替アクティブヘッジ」においては、実質組入外貨建資産について、金利変動や市場全体のリスクの高まり等を
定量的に捉えて、為替ヘッジ比率を調整します。
※当面は、為替ヘッジ比率は0%または約100%を基本としますが、当ヘッジ比率は将来変更される場合があります。

●「為替アクティブヘッジ」の運用にあたっては、シティグループ・ファースト・インベストメント・マネジメント・リミテッドに、
為替取引等に係る運用の指図に関する権限の一部を委託します。

●ファンドは「ニュージーランド債券オープン マザーファンド」を通じて投資するファミリーファンド方式で運用します。

●構成するファンド間でスイッチングができます。

●「毎月分配型」は、原則、毎月12日（休業日の場合は翌営業日）に分配を行います。分配金額は、分配対象額の
範囲内で、委託会社が決定するものとし、原則として、利子・配当等収益等を中心に分配を行うことを基本とします。
ただし、基準価額水準等によっては、売買益等が中心となる場合があります。
なお、市況動向や基準価額水準等によっては、分配金額が大きく変動する場合があります。
「年2回決算型」は、原則、毎年2月および8月の12日（休業日の場合は翌営業日）に分配を行います。分配金額は、
分配対象額の範囲内で、基準価額水準等を勘案し、委託会社が決定します。
＊委託会社の判断により分配を行わない場合もあります。また、将来の分配金の支払いおよびその金額について示唆、保証するものではありません。

資金動向、市況動向等によっては上記のような運用ができない場合があります。

≪シティグループ・ファースト・インベストメント・マネジメント・リミテッド≫
●シティグループ・ファースト・インベストメント・マネジメント・リミテッドは、シティグループ・インク傘下の投資運用会社です。
●シティグループ・インクは、個人、法人、政府および団体を対象として、個人向け銀行業務やカードビジネス、法人・投資銀行業務、

証券業務、トランザクション・サービス、ウェルス・マネジメントの分野において、幅広い金融商品およびサービスを提供する、
グローバルな総合金融持株会社です。

シティグループ・インク／シティグループ・ファースト・インベストメント・マネジメント・リミテッドは、世界中で使用・登録されているシティグループ・インクまたはそ
の関連会社の登録商標またはサービスマークであり、野村アセットマネジメント株式会社が利用許諾に基づき使用しています。

●インカムゲインの確保と中長期的な信託財産の成長を図ることを目的として運用を行うことを基本とします。

●ニュージーランドドル建ての公社債（国際機関債、政府機関債、準政府債（州政府債）、国債、社債等）を実質的な
主要投資対象※とします。
※「実質的な主要投資対象」とは、「ニュージーランド債券オープン マザーファンド」を通じて投資する、主要な投資対象という意味です。

●ファンドは、為替ヘッジ手法（「為替ヘッジなし」と「為替アクティブヘッジ」）、分配頻度（「毎月分配型」と「年2回決算型」）の
異なる、4本のファンドで構成されています。

●投資する公社債は、原則として、投資時点においてBBB-格相当以上の格付（投資適格格付）を有する公社債、
または同等の信用度を有すると判断される公社債とします。

●公社債への投資にあたっては、金利水準、流動性、信用力等を勘案し、投資対象銘柄を選定します。

● 「為替ヘッジなし」においては、実質組入外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行いません。

● 「為替アクティブヘッジ」においては、実質組入外貨建資産について、金利変動や市場全体のリスクの高まり等を
定量的に捉えて、為替ヘッジ比率を調整します。
※当面は、為替ヘッジ比率は0%または約100%を基本としますが、当ヘッジ比率は将来変更される場合があります。

●「為替アクティブヘッジ」の運用にあたっては、シティグループ・ファースト・インベストメント・マネジメント・リミテッドに、
為替取引等に係る運用の指図に関する権限の一部を委託します。

●ファンドは「ニュージーランド債券オープン マザーファンド」を通じて投資するファミリーファンド方式で運用します。

●構成するファンド間でスイッチングができます。

●「毎月分配型」は、原則、毎月12日（休業日の場合は翌営業日）に分配を行います。分配金額は、分配対象額の
範囲内で、委託会社が決定するものとし、原則として、利子・配当等収益等を中心に分配を行うことを基本とします。
ただし、基準価額水準等によっては、売買益等が中心となる場合があります。
なお、市況動向や基準価額水準等によっては、分配金額が大きく変動する場合があります。
「年2回決算型」は、原則、毎年2月および8月の12日（休業日の場合は翌営業日）に分配を行います。分配金額は、
分配対象額の範囲内で、基準価額水準等を勘案し、委託会社が決定します。
＊委託会社の判断により分配を行わない場合もあります。また、将来の分配金の支払いおよびその金額について示唆、保証するものではありません。

資金動向、市況動向等によっては上記のような運用ができない場合があります。

≪シティグループ・ファースト・インベストメント・マネジメント・リミテッド≫
●シティグループ・ファースト・インベストメント・マネジメント・リミテッドは、シティグループ・インク傘下の投資運用会社です。
●シティグループ・インクは、個人、法人、政府および団体を対象として、個人向け銀行業務やカードビジネス、法人・投資銀行業務、

証券業務、トランザクション・サービス、ウェルス・マネジメントの分野において、幅広い金融商品およびサービスを提供する、
グローバルな総合金融持株会社です。

シティグループ・インク／シティグループ・ファースト・インベストメント・マネジメント・リミテッドは、世界中で使用・登録されているシティグループ・インクまたはそ
の関連会社の登録商標またはサービスマークであり、野村アセットマネジメント株式会社が利用許諾に基づき使用しています。

【ファンドの特色】
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各ファンドは、債券等を実質的な投資対象としますので、金利変動等による組入債券の価格下落

や、組入債券の発行体の倒産や財務状況の悪化等の影響により、基準価額が下落することがあり

ます。また、外貨建資産に投資しますので、為替の変動により基準価額が下落することがあります。し

たがって、投資家の皆様の投資元金は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失が

生じることがあります。なお、投資信託は預貯金と異なります。
※詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）の「投資リスク」をご覧ください。

（2022年8月現在）

◆設定・運用は

「ニュージーランド債券オープン＜為替ヘッジなし＞／＜為替アクティブヘッジ＞ 」

（毎月分配型）／（年2回決算型）

【お申込メモ】 【当ファンドに係る費用】

●信託期間 2024年8月13日まで（2014年8月29日設定） ◆ご購入時手数料 ご購入価額に2.2％（税抜2.0％）以内で販売会社が

●決算日および 【毎月分配型】年12回の決算時（原則、毎月12日。 独自に定める率を乗じて得た額　　

 　収益分配 休業日の場合は翌営業日）に分配の方針に基づき分配します。 ＜スイッチング時＞

【年2回決算型】年2回の決算時（原則、毎年2月および8月の12日。 販売会社が独自に定める率を乗じて得た額

休業日の場合は翌営業日）に分配の方針に基づき分配します。 *詳しくは販売会社にご確認ください。

●ご購入価額 ご購入申込日の翌営業日の基準価額 ◆運用管理費用 ファンドの純資産総額に以下の率を乗じて得た額が、

●ご購入単位 一般コース：1万口以上1万口単位（当初元本1口＝1円）または1万円以上1円単位 （信託報酬） お客様の保有期間に応じてかかります。

自動けいぞく投資コース：1万円以上1円単位 ＜為替ヘッジなし＞年1.133％（税抜年1.03％）

※お取扱いコース、ご購入単位は販売会社によって異なる場合があります。 ＜為替アクティブヘッジ＞年1.353％（税抜年1.23％）

●ご換金価額 ご換金申込日の翌営業日の基準価額 ◆その他の費用・手数料 組入有価証券等の売買の際に発生する売買委託手数料、外貨建資産の

●スイッチング 構成するファンド間でスイッチングが可能です。 保管等に要する費用、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用、

※販売会社によっては、一部または全部のスイッチングのお取扱いを行わない場合があります。 ファンドに関する租税等がお客様の保有期間中、その都度かかります。

●お申込不可日 販売会社の営業日であっても、申込日当日が下記のいずれかの休業日に該当する ※これらの費用等は運用状況等により変動するため、

場合には、原則、ご購入、ご換金、スイッチングの各お申込みができません。 事前に料率・上限額等を示すことができません。

・ウェリントンの銀行 　・オークランドの銀行 ◆信託財産留保額 ありません。

●課税関係 個人の場合、原則として分配時の普通分配金ならびに換金時（スイッチングを含む） （ご換金時・スイッチングを含む）

および償還時の譲渡益に対して課税されます。ただし、少額投資非課税制度などを 上記の費用の合計額については、投資家の皆様がファンドを保有される期間等に応じて

利用した場合には課税されません。なお、税法が改正された場合などには、 異なりますので、表示することができません。

内容が変更になる場合があります。詳しくは販売会社にお問い合わせください。 ※詳しくは、投資信託説明書（交付目論見書）の「ファンドの費用・税金」をご覧ください。

【投資リスク】
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【当資料について】

当資料は、ファンドに関する参考情報の提供を目的として野村アセットマネジメントが作成したものです。

当資料は信頼できると考えられる情報に基づいて作成しておりますが、情報の正確性、完全性を保証するものではありません。

当資料中の記載事項は、全て当資料作成時以前のものであり、事前の連絡なしに変更されることがあります。

当資料中のいかなる内容も将来の運用成果または投資収益を示唆あるいは保証するものではありません。

【お申込みに際してのご留意事項】

ファンドは、元金が保証されているものではありません。

ファンドに生じた利益および損失は、すべて受益者に帰属します。

投資信託は金融機関の預金と異なり、元本は保証されていません。

投資信託は預金保険の対象ではありません。また、登録金融機関が取り扱う投資信託は、投資者保護基金制度が適用されま
せん。

お申込みにあたっては、販売会社よりお渡しする投資信託説明書（交付目論見書）の内容を必ずご確認のうえ、ご自身でご判
断ください。
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お申込みは

※上記販売会社情報は、作成時点の情報に基づいて作成しております。

※販売会社によっては取扱いを中止している場合がございます。

ニュージーランド債券オープン ＜為替ヘッジなし＞（毎月分配型）／＜為替ヘッジなし＞（年2回決算型）
ニュージーランド債券オープン ＜為替アクティブヘッジ＞（毎月分配型）／＜為替アクティブヘッジ＞（年2回決算型）

金融商品取引業者等の名称 登録番号

加入協会

日本証券業

協会

一般社団法人

日本投資

顧問業協会

一般社団法人

金融先物

取引業協会

一般社団法人

第二種金融商品

取引業協会

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第5号 ○ ○ ○

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長（登金）第33号 ○ ○ ○

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第2336号 ○ ○ ○ ○
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以下は、取次販売会社または金融商品仲介による販売会社です｡

お申込みは

※上記販売会社情報は、作成時点の情報に基づいて作成しております。

※販売会社によっては取扱いを中止している場合がございます。

ニュージーランド債券オープン ＜為替ヘッジなし＞（毎月分配型）／＜為替ヘッジなし＞（年2回決算型）
ニュージーランド債券オープン ＜為替アクティブヘッジ＞（毎月分配型）／＜為替アクティブヘッジ＞（年2回決算型）

金融商品取引業者等の名称 登録番号

加入協会

日本証券業

協会

一般社団法人

日本投資

顧問業協会

一般社団法人

金融先物

取引業協会

一般社団法人

第二種金融商品

取引業協会

株式会社三菱ＵＦＪ銀行
(委託金融商品取引業者 三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社)

登録金融機関 関東財務局長（登金）第5号 ○ ○ ○
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